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三沢市都市計画マスタープラン改定及び立地適正化計画策定業務委託 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

本要領は、三沢市都市計画マスタープラン改定及び立地適正化計画策定（以下「本業務」とい

う）にあたり、本業務を遂行する事業者を選定するために必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 業務概要 

（１）業務名  三沢市都市計画マスタープラン改定及び立地適正化計画策定業務 

（２）業務内容 別紙本業務委託仕様書のとおり。 

（３）契約方法 公募型プロポーザル方式により最適の提案をした者を優先交渉権者とし、本市

と契約内容の協議をおこなうものとする。なお、優先交渉権者との協議におい

て、両者が合意に至らなかった場合は、次点者との協議を行うものとする。 

（４）履行期間 契約締結日の翌日から令和１０年１２月２２日まで 

（５）提案限度額（消費税及び地方消費税を含む） 

    令和 ８年度限度額：15,884,000 円 

    令和 ９年度限度額：11,869,000 円（債務負担行為） 

    令和１０年度限度額：10,395,000 円（債務負担行為） 

        ３か年合計：38,148,000 円 

   ※予定価格を示すものではなく、企画提案の規模を示すためのものであることに留意し、

価格提案書（見積書）を提出する際は契約限度額を超えてはならない。 

（６）業務担当（問合せ先） 

担当課 三沢市建設部都市整備課都市整備グループ 

住 所 〒033-8666 青森県三沢市桜町一丁目１番３８号 

連絡先 TEL：0176-53-5111（内線 272） 

Email：msw_toshi@misawashi.aomori.jp  

 

３ 参加資格 

本業務に参加できるものは、以下の要件をすべて満たす者でなければならない。なお、本プロポ

ーザルは、多岐にわたる業務を対象とするため、多様な企業の参加を募ることを目的として、共同

企業体（JV）の参加を認めるものとする。共同企業体の場合はその全てが次に掲げる事項を満たす

者でなければならない。 

（１）令和８年度三沢市競争入札参加資格名簿に登載されていること。ただし、登録されていな

い場合であっても、参加意思表明書提出の際に次に掲げる書類の写しを提出するときは、こ

のプロポーザルに限り参加できる。 

（２）公示日現在から候補者特定の日まで三沢市の指名停止要領に基づく指名停止の措置を受け

ていないこと。 

（３）公示日において、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当
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しないこと。 

（４）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法

（平成 11年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていないこと。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号）第 2条第 6号

に規定する暴力団員がその役員となっている法人その他暴力団員が経営に関与していないと

認められるもので、適正な競争を妨げる恐れがないと認められるもの。 

（６）国税及び地方税について滞納がないこと。 

（７）提案事業者は、過去 10 年間に地方公共団体の発注する同種業務を元請けとして完了した

実績を有すること。 

（８）本業務の予定管理技術者は、以下に示す資格及び過去 10 年間に地方公共団体の発注する

同種業務の従事実績を有すること。 

        ア）次に示す資格を 1つ以上有する技術者であること。  

・技術士（建設部門：都市及び地方計画）  

・RCCM（都市計画及び地方計画）  

        イ）次に示す業務実績を 1つ以上有する技術者であること。  

            ・過去 10年間において発注された同種業務実績 

 

４ スケジュール 

No. 実施内容 期 日 

１ 公告 令和８年７月 １日（水） 

２ 参加申込期限 令和８年７月１５日（水） 

３ 質疑受付期間 令和８年７月 ２日（木）から令和８年７月１０日（金） 

４ 質疑回答 令和８年７月１３日（月） 

５ 参加資格確認結果通知 令和８年７月２１日（火） 

６ 提案書提出期限 令和８年８月 ３日（月） 

７ プレゼンテーション審査 令和８年８月１８日（火）予定 

８ 審査結果通知 令和８年８月２６日（水）予定 

９ 契約締結 令和８年８月下旬頃 

※各期日については、事務上の都合により変更することがあります。 

 

５ 質疑応答 

本企画提案募集では説明会を実施しないため、本募集要領及び仕様書の内容について不明な

点が生じた場合は、次のとおり対応する。 

 

①提出期限  

参加意思表明・企画提案に関する質問 令和８年７月１０日（金）１７時まで 

②提出方法 

様式第１号を用いて、電子メールにより事務局へ提出すること。 

提出先メールアドレス： msw_toshi@misawashi.aomori.jp 
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※１ 電子メールを送信した後に事務局まで電話により受信確認を行うこと。なお、電

子メール以外の方法での質問は受け付けない。 

※２ メールの件名は「〔事業者名〕本業務委託に係る質問」とする。 

③回答日 

参加意思表明・企画提案に関する質問回答 令和８年７月１３日（月） 

三沢市から参加表明書又は企画提案書を提出した者すべてへ電子メールで送付する。 

 

６ 参加申込書の提出 

本プロポーザルに参加する意思がある場合は、下記のとおりを提出するものとする。なお、

参加表明書を提出後に参加を辞退する場合は、参加辞退届（様式第１１号）を提出すること。 

①提出期限  

令和８年７月１５日（水）１７時 

②提出方法  

持参または郵送等とする。   

※郵送の場合は、配達日時及び配達された事を証明できる方法とする。 

住所：〒033-8666 青森県三沢市桜町一丁目１番３８号 

宛先：三沢市建設部都市整備課   

③提出書類 

  ⑴ 参加意思表明書（様式第２号） 

⑵ 参加申込書（様式第３号） 

⑶ 会社概要調書（様式第４号） 

⑷ 誓約書（様式第５号） 

⑸ 業務実績調書（様式第６号） 

⑹ 共同企業体協定書兼委任状（様式第７号） 

⑺ 再委託調書（様式第８号） ※必要に応じて 

⑻ 予定管理技術者調書（様式第９号） 

 

７ 企画提案書の提出 

参加資格審査結果通知により参加を認められた場合は、下記のとおりを提出するものとす

る。なお、参加意思表明書及び企画提案書を提出後に参加を辞退する場合は、参加辞退届（様

式第１１号）を提出すること。 

①提出期限  

令和８年８月３日（月）１７時 

②提出方法  

持参または郵送等とする。   

※郵送の場合は、配達日時及び配達された事を証明できる方法とする。 

住所：〒033-8666 青森県三沢市桜町一丁目１番３８号 

宛先：三沢市建設部都市整備課   

 

③提出書類  
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⑴ 企画提案書鏡（様式第１０号） 

⑵ 企画提案書（任意様式） 

⑶ 参考見積書（任意様式） 

⑷ 業務工程表（任意様式） 

④企画提案書の作成要領 

（ア）企画提案書は、Ａ４版、用紙縦置き、横書き両面印刷、左綴じで製本すること。な

お、Ａ３用紙を使用する際は、Ａ４用紙２ページと換算する。 

（イ）企画提案書は２０ページを上限とする（表紙はカウントしない）。また、目次のペー

ジは不要とする。 

（ウ）文字の大きさは１１point 以上とする。ただし、図中や表題等はその限りではない。 

（エ）使用言語は日本語とし、提案書の一部に日本語以外の言語を使用する場合は、付近

もしくは、同一ページ内に注釈を付けること。 

（オ）企画提案書製本の提出部数は、正本１部、副本９部（コピー可）とする。あわせ

て、ＣＤ－ＲＯＭ等の電子媒体（提出書類⑴～⑷をＰＤＦに変換したものを格納）を

１部提出すること。 

（カ）参考見積書 

     年度別に内訳書を添付し、具体的な積算内訳を記載すること。また、見積金額及び

内訳金額は、消費税及び地方消費税を除いた額とすること。 

（キ）その他  

・副本９部については、事業者の名称やその他の業者が特定される情報（ロゴマーク

等）は使用不可。写真等の資料にも記載がないことを確認すること。 

⑤企画提案（技術提案）を求める特定テーマ 

本業務において、企画提案（技術提案）を求めるテーマは次のとおりとする。  

〔特定テーマ１〕現状・傾向の分析、将来予測の方法とその結果の活用方法について 

〔特定テーマ２〕各誘導区域と誘導施設の設定方針及び誘導するための施策について 

〔特定テーマ３〕本市の特性や実情を踏まえて、市民と基本方針の合意形成を促進するた

めの手法について 

〔特定テーマ４〕本業務に有益と考えられる独自提案について 

      ⑥参考見積書の作成要領 

（ア）年度別に内訳書を添付し、具体的な積算内訳を記載すること。 

（イ）見積金額及び内訳金額は、消費税及び地方消費税を除いた額とすること。 

⑦その他  

（ア）本提案の作成・応募に要した費用については、全て提案者の負担とする。  

（イ）提出された企画提案書等については、提出後の差換え、変更、削除等をすることは

できない。また、提出された企画提案書等は返却しない。  

（ウ）本市情報公開条例に基づき、提出された書類を公開することがある。 

 

８ プレゼンテーション・ヒアリング 

①日時  令和８年８月１８日（火）、【予備日８月１９日（水）】予定  

※日時の詳細については、別途連絡を行う。 
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②プレゼンテーション・ヒアリング 

（ア）提案者は企画提案書等により説明を行う。説明時間は３０分以内とし、その後、発注

者から質問や確認事項等を１０分以内で行う。なお、当日の参加方法については、オ

ンライン（Zoom 又は Microsoft Teams を使用）も可とする。  

（イ）会場への入室は、予定管理技術者を含めて３名（オンライン参加含む）までとする。 

（ウ）パワーポイント資料や映像資料等の使用については、任意とするが、企画提案書と同

一内容とすること。資料には事業者の名称やその他の業者が特定される情報は使用し

ないこと。  

（エ）ヒアリング時に使用する事務局側の企画提案書等の準備は不要とする。 

（オ）会場には電源、モニター（テレビ）、プロジェクター、スクリーン、ＨＤＭＩケーブル

を用意するが、その他プレゼンテーションに必要な機材等は提案者で用意すること。 

 

９ 選定審査 

①審査委員会  

委託業者の候補者の選定については、三沢市都市計画マスタープラン改定及び立地適正化

計画策定業務委託業者審査委員会（以下「審査委員会」という）において行う。なお、審

査委員会は非公開とする。 

②選定審査 

（ア）提案者からの企画提案書及びヒアリングをもとに、審査委員会において総合的な評価

を行い、最も総合点が高い提案をした事業者を優先交渉者に選出する。総合点は満点の

６割以上であることを条件とする。 

（イ）総合点が最も高い提案者が複数ある場合は、経済性の評価が高い者を第 1位とし、さ

らに同点の場合はくじによる方法で順位を決定する。 

（ウ）提案事業者が 1者であった場合でも、審査会において審査する。 

 

③選定基準 

評価項目 評価内容 配点 

1 事業者業務実績 同種業務の業務実績 10 点 

2 管理技術者 管理技術者の実績・資格 計 30 点 

3 業務理解度 業務の目的や内容の理解度が高いか 10 点 

4 実施体制 業務目的達成のための十分な実施体制か 10 点 

5 実施工程 業務目的達成のための手順、道筋は妥当か 10 点 

6 特定のテーマ 

着眼点、問題点、解決方法等が適切で、有効性が高い

か。記載内容が適切で、重要な事項が記載されている

か。信頼性のある実績や経験等に基づき、根拠に基づ

いて記載されているか。実現性の高い提案か。 

各 15 点 

計 60 点 

7 ヒアリング 資料作成能力、説得力・意欲・専門性 10 点 

8 経済性 見積書（３ヶ年分）の価格で評価する 10 点 

合 計 150 点 
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１０ 結果通知 

①日程  令和８年８月２６日（水） ※予定 

②方法  優先交渉者に電子メール及び郵送で通知する。また、選定結果通知日の翌日以降

に市ウェブサイトに公表する。 

※審査経過に関する質問等は、一切受け付けない。 

③その他 審査の結果、候補者として特定されなかった者が、その理由について通知の翌日

から起算して 7日以内に書面により説明を求めることができるものとする。 

 

１１ 提案者の失格 

次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

（ア） 提出書類に虚偽の記載があった場合。 

（イ） 審査の公平性に影響を与える行為があったと認められる場合。  

（ウ） 参加資格の要件を満たしていない場合。  

（エ） 見積価格が見積限度額を超えた場合。  

（オ） その他、本実施要領に違反する場合。 

 

１２ 契約の締結 

（１）契約手続 

本市と受託者は、三沢市契約事務規則に定める随意契約の手続により、改めて見積を行い、

契約を締結する。本業務委託仕様書は、契約候補者が提出した企画提案書等をもとに作成する

が、本業務の目的達成のために必要と認められる場合には、本市と契約候補者との協議により

提案内容を一部変更した上で業務委託仕様書を作成することがある。この場合において、契約

候補者との協議が整わなかった場合には、補欠順位の上位者と協議を行うものとする。 

（２）契約保証金 

受託者は、契約保証金として業務に要する全体費用の見積価格の 100 分の 10 以上の額を、

契約締結前に納付しなければならない。ただし、契約保証金の全部又は一部の納付を免除する

ことがある。 

（３）委託事業費 

本業務の遂行に必要な経費で、本市予算の範囲内の額とする。 

（４）業務の一括再委託の禁止 

受託者は、本業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

（５）個人情報保護 

受託者が本業務を行うに当たって個人情報を取扱う場合には、三沢市個人情報の保護に関す

る法律施行条例（令和５年三沢市条例第１号）に基づき、その取扱いに十分留意し、漏洩、滅

失及び毀損の防止その他個人情報の保護に努めなければならない。 

 

１３ その他 

（１）提出書類の作成及び提出やヒアリング参加に係る費用など必要な経費は、全て提出事業者

の負担とする。なお、やむを得ず本プロポーザルによる事業者選定が中止等になった場合で
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も、全て提出事業者が負担すること。 

（２）本プロポーザルを公正に執行することができない恐れがあると認められた場合、既に公告

若しくは通知した事項の変更又は本プロポーザルを延期若しくは中止することがある。この

場合において、参加者が損害を受けることがあっても当市は賠償責任を負わないものとす

る。 

（３）手続きにおいて使用する言語及び通貨単位については、日本語及び日本円とする。 

（４）提出された企画提案書については、三沢市情報公開条例（平成１９年三沢市条例第２号）

の規定による請求があった場合、第三者に開示することがある。ただし、提出者が事業を営

む上で、競争上又は事業運営上の地位その他正当な利益を害すると認められる情報は非開示

となる場合があるので、この情報に該当する部分がある場合は、あらかじめ文書により申し

入れすること。なお、本プロポーザルに係る事業者の選定前において、決定に影響を及ぼす

恐れのある情報については、決定後の開示とする。 

 

以 上 


